
入札説明書等の変更箇所一覧 
 

入札説明書 

No 
該当箇所 変更前 変更後 

頁 数 (数) カナ (カナ) 英字 (英字)   

1 用語の定義 
【応募グループ】：施設の設計、建設及び工事監理の能力を有し、本事業に応募する

者で、複数の企業により構成されるグループをいいます。 

【応募グループ】：施設の設計、建設及び工事監理の能力を有し、本事業に応募する

者をいいます。 

2 1 1      

この入札説明書は、愛知県（以下「県」という。）が「民間資金等の活用による公共施

設等の整備等の促進に関する法律」（平成11年法律第117号。以下「ＰＦＩ法」という。）

に基づき、令和８年６月８日に特定事業として選定した「愛知県営東高森台住宅ＰＦ

Ｉ方式整備事業（第２次）」（以下「本事業」という。）を実施する特定事業者を募集及

び選定するにあたり、入札参加を希望する者を対象に交付するものです。 

この入札説明書は、愛知県（以下「県」という。）が「民間資金等の活用による公共施

設等の整備等の促進に関する法律」（平成11年法律第117号。以下「ＰＦＩ法」という。）

に基づき、令和８年６月８日（令和８年９月２日付け一部変更）に特定事業として選

定した「愛知県営東高森台住宅ＰＦＩ方式整備事業（第２次）」（以下「本事業」とい

う。）を実施する特定事業者を募集及び選定するにあたり、入札参加を希望する者を対

象に交付するものです。 

3 3 2 (1) オ (ｴ)   金１，９４６，０３２，０００円（消費税及び地方消費税相当額含む。） 金２，０７１，５０９，０００円（消費税及び地方消費税相当額含む。） 
4 3 2 (1) カ (ｱ)   令和８年12月（愛知県議会における本事業契約に係る議案の議決後。） 令和９年３月（愛知県議会における本事業契約に係る議案の議決後。） 

5 3 2 (1) カ (ｲ)   
本事業のうち、既存住棟等の解体撤去、建替住棟等の整備、所有権移転及び引渡しが

完了するまでの期間は、令和８年12月から令和13年３月までとします。 

本事業のうち、既存住棟等の解体撤去、建替住棟等の整備、所有権移転及び引渡しが

完了するまでの期間は、令和９年３月から令和13年３月までとします。 

6 5 3 (2)     

選定にあたっての手順及びスケジュールは以下のとおりです。 
スケジュール（予定） 内 容 

令和８年６月10日 

令和８年６月10日～６月22日 

令和８年６月17日 

令和８年６月29日 

令和８年６月22日～７月７日 

令和８年８月19日～８月20日 

令和８年８月21日 

令和８年11月 

令和８年11月 

令和８年12月 

入札公告、入札説明書等の公表 
入札説明書等に関する質問の受付 
現地説明会 
入札説明書等に関する質問回答の公表 
参加書類の受付 
入札書類の受付 
開札及び事業提案書等の受付 
落札者の決定及び公表 
特定事業者との特定事業仮契約の締結 
特定事業者との特定事業契約の締結 

 

選定にあたっての手順及びスケジュールは以下のとおりです。 
スケジュール（予定） 内 容 

令和８年９月４日 

令和８年９月４日～９月15日 

令和８年９月11日 

令和８年９月29日 

令和８年９月15日～10月６日 

令和８年11月18日～11月19日 

令和８年11月20日 

令和９年１月 

令和９年１月 

令和９年３月 

入札公告、入札説明書等の公表 
入札説明書等に関する質問の受付 
現地説明会 
入札説明書等に関する質問回答の公表 
参加書類の受付 
入札書類の受付 
開札及び事業提案書等の受付 
落札者の決定及び公表 
特定事業者との特定事業仮契約の締結 
特定事業者との特定事業契約の締結 

 

7 5 3 (3) イ (ｱ)   令和８年６月10日（水）から令和８年６月22日（月）午後５時まで（必着） 令和８年９月４日（金）から令和８年９月15日（火）午後５時まで（必着） 

8 6 3 (3) イ (ｳ)   
質問に対する回答については、令和８年６月29日（月）までにウェブページ上に公表

する予定であり、個別の回答は行いません。 

質問に対する回答については、令和８年９月29日（火）までにウェブページ上に公表

する予定であり、個別の回答は行いません。 

9 6 3 (3 ウ    

なお、現地説明会への出席は応募の必須要件でありませんが、応募を希望する者は可

能な限り出席してください。 

なお、現地説明会への出席は応募の必須要件でありませんが、応募を希望する者は可

能な限り出席してください。また、公表されている資料のうち、必要なものは参加者

各自でお持ちください。 

10 6 3 (3) ウ (ｱ)   

令和８年６月17日（水）午前10時から 

※ 参加希望者が多数の場合は、時間を分けて実施することがあります。 

※ 開催日時及び開催方法を変更する場合、令和８年６月16日（火）午後５時までに

参加申込企業に連絡します。 

令和８年９月11日（金）午前10時から 

※ 参加希望者が多数の場合は、時間を分けて実施することがあります。 

※ 開催日時及び開催方法を変更する場合、令和８年９月10日（木）午後５時までに

参加申込企業に連絡します。 



11 6 3 (3) ウ (ｳ)   

現地説明会への参加を希望する企業は、「＜様式２＞現地説明会参加申込書」に必要事

項を記入の上、電子メールにファイルを添付し、メール及び添付ファイルのタイトル

を以下のとおりとして申込んでください。参加者は１企業につき３名までとします。

なお、電話での受付は行いません。 

提出先 愛知県建築局公共建築部公営住宅課 

提出先メールアドレス koeijutaku@pref.aichi.lg.jp 

メール及び添付ファイルの

タイトル 

【東高森台ＰＦＩ（第２次）】現地説明会参

加申込（企業名） 

提出期限 令和８年６月15日（月）午後５時（必着） 
 

現地説明会への参加を希望する企業は、「＜様式２＞現地説明会参加申込書」に必要事

項を記入の上、電子メールにファイルを添付し、メール及び添付ファイルのタイトル

を以下のとおりとして申込んでください。参加者は１企業につき３名までとします。

なお、電話での受付は行いません。 

提出先 愛知県建築局公共建築部公営住宅課 

提出先メールアドレス koeijutaku@pref.aichi.lg.jp 

メール及び添付ファイルの

タイトル 

【東高森台ＰＦＩ（第２次）】現地説明会参

加申込（企業名） 

提出期限 令和８年９月９日（水）午後５時（必着） 
 

12 6 3 (3) エ (ｱ)   
令和８年６月22日（月）午前９時から令和８年７月７日（火）正午まで（日曜日及び

土曜日を除く。） 

令和８年９月15日（火）午前９時から令和８年10月６日（火）正午まで（日曜日、土

曜日を除く。） 

13 7 3 (3) エ (ｳ)   

持参又は郵送等（配達日を指定できかつ配達記録が残る方法とし、宅配便を含む。以

下「郵送等」という。）によります。なお、郵送等による場合は、愛知県建築局公共建

築部公営住宅課建設・改善第一グループに令和８年７月７日（火）正午までに必着と

します。 

持参又は郵送等（配達日を指定できかつ配達記録が残る方法とし、宅配便を含む。以

下「郵送等」という。）によります。なお、郵送等による場合は、愛知県建築局公共建

築部公営住宅課建設・改善第一グループに令和８年10月６日（火）正午までに必着と

します。 

14 7 3 (4)     

応募者は、施設の設計、建設及び工事監理の能力を有する複数の企業からなる応募グ

ループを構成することとし、応募グループ及びその構成員の参加要件及び資格要件は、

次のア及びイのとおりとします。 

応募グループ及びその構成員の参加要件及び資格要件は、次のア及びイのとおりとし

ます。 

15 9 3 (4) イ    

構成員は、参加書類の受付時において、次の要件を満たすこととします。 

ただし、（ア）ａ、（イ）ａ及び（ウ）ａに掲げる要件を満たしていない者も、入札

書類の提出時において当該要件を満たすことが確実と見込まれる場合に限り、参加書

類を提出することができます。この場合にあっては、（イ）ｇの（ａ）から（ｄ）ま

で並びに（イ）ｈ及びｉに掲げる要件に関しては建設業法（昭和24年法律第100号）第

27条の23の規定に基づく経営に関する客観的事項の審査を受け、同法第27条の29第１

項の規定に基づく総合評定値通知書に記載されている該当する工事業の総合評定値を

参考にして、参加書類を作成し提出するものとします。 

なお、次の要件を複数満たす者は、当該複数の業務を実施できるものとします。 

構成員は、参加書類の受付時において、次の要件を満たすこととします。 

ただし、（ア）ａ、（イ）ａ及び（ウ）ａに掲げる要件を満たしていない者も、入札

書類の提出時において当該要件を満たすことが確実と見込まれる場合に限り、参加書

類を提出することができます。この場合にあっては、（イ）ｇ（ａ）及び（ｂ）並び

に（イ）ｈ及びｉに掲げる要件に関しては建設業法（昭和24年法律第100号）第27条の

23の規定に基づく経営に関する客観的事項の審査を受け、同法第27条の29第１項の規

定に基づく総合評定値通知書に記載されている該当する工事業の総合評定値を参考に

して、参加書類を作成し提出するものとします。 

なお、次の要件を複数満たす者は、当該複数の業務を実施できるものとします。 

16 9 3 (4) イ (ｲ)   

建設業務に当たる企業は、次の要件を満たしていること。なおａ、ｂ、ｃ及びｄにつ

いては、電気工事に従事する企業にあっては「建築工事業」とあるのは「電気工事業」

と、「建築物の新築又は増築工事」とあるのは「建築物の新築又は増築工事に係る電

気工事」と、管工事に従事する企業にあっては「建築工事業」とあるのは「管工事業」

と、「建築物の新築又は増築工事」とあるのは「建築物の新築又は増築工事に係る給

排水工事」とそれぞれ読み替えるものとする。 

建設業務に当たる企業は、次の要件を満たしていること。なおｂ、ｃ及びｄについて

は、電気工事に従事する企業にあっては「建築工事業」とあるのは「電気工事業」と、

「建築物の新築又は増築工事」とあるのは「建築物の新築又は増築工事に係る電気工

事」と、管工事に従事する企業にあっては「建築工事業」とあるのは「管工事業」と、

「建築物の新築又は増築工事」とあるのは「建築物の新築又は増築工事に係る給排水

工事」とそれぞれ読み替えるものとする。 

17 10 3 (4) イ (ｲ) ｇ  

建築工事業を営む者は、次の（ａ）の者及び（ｃ）の者の２者又は次の（ａ）の者、

（ｂ）の者及び（ｄ）の者の３者であること。 

建築工事業を営む者は、次の（ａ）に該当する者であること。ただし、複数の企業が

建設業務に当たる場合には、全ての企業が次の（ａ）又は（ｂ）に該当する者であっ

て、そのうち少なくとも１者は次の（ａ）に該当する者であること。 

18 10 3 (4) イ (ｲ) ｇ (a) ②参加者名簿において認定された建築工事業の総合点数が1,230点以上の者 ②参加者名簿において認定された建築工事業の総合点数が950点以上の者 

19 10 3 (4) イ (ｲ) ｇ (b) 

①参加者名簿において認定された建設業法上の主たる営業所であり、かつ、当該営業

所の所在地が愛知県内にあり、当該営業所で建築工事業を営んでいること。 
②参加者名簿において認定された建築工事業の総合点数が 950 点以上の者であるこ

①参加者名簿に登録されている営業所（主たる営業所を含む。）の所在地が愛知県内に

あり、当該営業所で建築工事業を営んでいること。 
②参加者名簿において認定された建築工事業の総合点数が 730 点以上の者であるこ

mailto:koeijutaku@pref.aichi.lg.jp
mailto:koeijutaku@pref.aichi.lg.jp


と。 と。 

20 10 3 (4) イ (ｲ) ｇ (c) 

①参加者名簿において認定された建設業法上の主たる営業所であり、かつ、当該営業

所の所在地が尾張建設事務所、知多建設事務所、一宮建設事務所又は海部建設事務

所のいずれかの管内にあり、当該営業所で建築工事業を営んでいること。 
②参加者名簿において認定された建築工事業の総合点数が 730 点以上の者であるこ

と。 

（削除） 

21 10 3 (4) イ (ｲ) ｇ (d) 

①参加者名簿において認定された建設業法上の主たる営業所であり、かつ、当該営業

所の所在地が尾張建設事務所管内（名古屋市を除く）にあり、当該営業所で建築工

事業を営んでいること。 
②参加者名簿において認定された建築工事業の総合点数が 730点以上 950点未満の者

であること。 

（削除） 

22 11 3 (5) ア (ｱ)   令和８年８月19日（水）午前９時から令和８年８月20日（木）午後５時まで（必着） 令和８年11月18日（水）午前９時から令和８年11月19日（木）午後５時まで（必着） 

23 12 3 (5) イ (ｱ)   令和８年８月21日（金）午前10時 令和８年11月20日（金）午後２時 

24 12 3 (5) イ (ｲ)   
愛知県三の丸庁舎８階 ８０２会議室 
名古屋市中区三の丸二丁目６番１号（郵便番号460－0001） 

愛知県自治センター地下２階 愛知県入札室 
名古屋市中区三の丸三丁目１番２号（郵便番号460－0001） 

25 12 3 (5) ウ (ｱ)   令和８年８月21日（金）午前10時10分 令和８年11月20日（金）午後２時10分 

26 12 3 (5) ウ (ｲ)   
愛知県三の丸庁舎８階 ８０２会議室 
名古屋市中区三の丸二丁目６番１号（郵便番号460－0001） 

愛知県自治センター地下２階 愛知県入札室 
名古屋市中区三の丸三丁目１番２号（郵便番号460－0001） 

27 13 3 (5) カ    

資格審査通過者が入札を辞退する場合は、令和８年８月20日（木）正午まで（必着）

に、「＜様式13＞入札辞退届」を愛知県建築局公共建築部公営住宅課建設・改善第一グ

ループに持参又は郵送等により提出することとします。 

資格審査通過者が入札を辞退する場合は、令和８年11月19日（木）正午まで（必着）

に、「＜様式13＞入札辞退届」を愛知県建築局公共建築部公営住宅課建設・改善第一グ

ループに持参又は郵送等により提出することとします。 

28 15 3 (6) エ (ｱ)   令和８年９月下旬から１０月上旬頃（予定） 令和８年１２月中旬から下旬頃（予定） 

29 16 3 (6) カ    

県と落札者（特定事業者）は、入札説明書等に基づき、令和８年11月に特定事業仮契

約を、令和８年12月に愛知県議会における議決を経て特定事業契約を締結する予定で

す。ただし、落札者の事由により特定事業契約の締結に至らなかった場合は、落札者

を除く、委員会で決定された順位の上位者から順に契約交渉を行います。 

県と落札者（特定事業者）は、入札説明書等に基づき、令和９年１月に特定事業仮契

約を、令和９年３月に愛知県議会における議決を経て特定事業契約を締結する予定で

す。ただし、落札者の事由により特定事業契約の締結に至らなかった場合は、落札者

を除く、委員会で決定された順位の上位者から順に契約交渉を行います。 

30 20 9 (2)     

ＰＦＩ法第12条の規定により、この入札による契約は愛知県議会（令和８年12月定例

議会予定）の議決を要するため、県と落札者（特定事業者）は、落札者決定後速やか

に特定事業仮契約を締結し、愛知県議会の議決を経た後に特定事業契約を締結します。 

ＰＦＩ法第12条の規定により、この入札による契約は愛知県議会（令和９年２月定例

議会予定）の議決を要するため、県と落札者（特定事業者）は、落札者決定後速やか

に特定事業仮契約を締結し、愛知県議会の議決を経た後に特定事業契約を締結します。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



様式集 

No 
該当箇所 変更前 変更後 

頁 数 (数) カナ (カナ) 英字 (英字)   

1 13       

＜様式６-枝番＞ 
年  月  日 

 
応募グループの構成員一覧表 

 

応募グループの名称  

 
 

番号 構成員の役割 構成員 

１ 
(代表企業) 
(構成員) 

 
例：建設業務 

所 在 地 
商号又は名称 

代 表 者 氏 名 

 

２ 
(構成員) 

 所 在 地 
商号又は名称 

代 表 者 氏 名 

 

３ 
(構成員) 

 所 在 地 
商号又は名称 

代 表 者 氏 名 

 

４ 
(構成員) 

 所 在 地 
商号又は名称 

代 表 者 氏 名 

 

５ 
(構成員) 

 所 在 地 
商号又は名称 

代 表 者 氏 名 

 

６ 
(構成員) 

 所 在 地 
商号又は名称 

代 表 者 氏 名 

 

【留意事項等】 
 １ 行が不足する場合は適宜追加してください。必ず表の左欄に通し番号を付けてください。 
 ２ ｢構成員の役割｣欄は、設計業務・建設業務・工事監理業務のうちいずれかを記載してください。  
 ３ グループの構成員は法人に限ります。 
４ 枚数が複数枚にわたる場合は、様式番号に枝番を付してください。 
５ 一つの構成員が複数の資格要件を満たす場合は、当該複数の業務を兼ねることも可能です。 

 
 

＜様式６-枝番＞ 
年  月  日 

 
応募グループの構成員一覧表 

 

応募グループの名称  

 
 

番号 代表 
企業 構成員の役割 構成員 

１ 
※ 

(構成員) 
 

 
例：建設業務 

所 在 地 
商号又は名称 

代 表 者 氏 名  

 

２ 
(構成員)  

 所 在 地 
商号又は名称 

代 表 者 氏 名  

 

３ 
(構成員)  

 所 在 地 
商号又は名称 

代 表 者 氏 名  

 

４ 
(構成員)  

 所 在 地 
商号又は名称 

代 表 者 氏 名  

 

５ 
(構成員)  

 所 在 地 
商号又は名称 

代 表 者 氏 名  

 

６ 
(構成員)  

 所 在 地 
商号又は名称 

代 表 者 氏 名  

 

【留意事項等】 
 １ 行が不足する場合は適宜追加してください。必ず表の左欄に通し番号を付けてください。 
 ２ ｢構成員の役割｣欄は、設計業務・建設業務・工事監理業務のうちいずれかを記載してください。  
 ３ グループの構成員は法人に限ります。 
４ 枚数が複数枚にわたる場合は、様式番号に枝番を付してください。 
５ 一つの構成員が複数の資格要件を満たす場合は、当該複数の業務を兼ねることも可能です。 
６ 代表企業は、代表企業欄に○を記入してください。 
※ 番号１には、入札説明書３（４）イ（イ）ｇ（ａ）に該当する企業を記載してください。 

2 19       

（前略） 
５ 配置予定の監理技術者については、企業ごとに１名を原則としますが、複数の候

補者についても申請できるものとします。ただし、入札説明書３（４）イ（イ）ｇ（ａ）

に該当する企業（代表企業）は工事の全期間配置できる監理技術者について記載して

ください。 

（前略） 
５ 配置予定の監理技術者については、企業ごとに１名を原則としますが、複数の候

補者についても申請できるものとします。ただし、入札説明書３（４）イ（イ）ｇ（ａ）

に該当する企業は工事の全期間配置できる監理技術者について記載してください。 

 



要求水準書 

No 
該当箇所 変更前 変更後 

頁 数 (数) カナ (カナ) 英字 (英字)   

1 1 1 (2)     

（前略） 
なお、令和８年５月現在の 306 号棟、307 号棟における世帯数等は、表１～３のとお

り、建物等の状況は、表４のとおりである。 

（前略） 
なお、令和８年７月現在の 306 号棟、307 号棟における世帯数等は、表１～３のとお

り、建物等の状況は、表４のとおりである。 

2 1 1 (2)     

表１ 世帯人数別 

世帯人数 単身 2 人 3 人以上 合計 

世帯数 25 19 8 52 

世帯別割合(%) 48 37 15 100 

表２ 世帯構成別 

世帯構成 
子育て

世帯 

高齢者

世帯 

３世代

同居 

その他

世帯 
合計 

世帯数 3 33 0 16 52 

世帯別割合(%) 6 63 0 31 100 

（中略） 

表３ 年齢別 

年齢 16 歳未満 65 歳以上 その他 合計 

人数 3 39 52 94 

割合(%) 3 42 55 100 
 

表１ 世帯人数別 

世帯人数 単身 2 人 3 人以上 合計 

世帯数 25 19 9 53 

世帯別割合(%) 47 36 17 100 

表２ 世帯構成別 

世帯構成 
子育て

世帯 

高齢者

世帯 

３世代

同居 

その他

世帯 
合計 

世帯数 2 35 0 16 53 

世帯別割合(%) 4 66 0 30 100 

（中略） 

表３ 年齢別 

年齢 16 歳未満 65 歳以上 その他 合計 

人数 2 39 53 94 

割合(%) 2 42 56 100 
 

 
落札者決定基準 

No 
該当箇所 変更前 変更後 

頁 数 (数) カナ (カナ) 英字 (英字)   

1 11       

※５ 建設業に当たる企業の配置予定監理技術者に係る(１)、(２)、(３)の実績は、

建築工事業の総合点数が 1,230 点以上の企業が配置する監理技術者の実績を評価しま

す。 

※５ 建設業務に当たる企業の配置予定監理技術者に係る(１)、(２)、(３)の実績は、

入札説明書３(４)イ(イ) g(a)に該当する企業が配置する監理技術者の実績を評価し

ます。 

 
特定事業契約書（案） 

No 
該当箇所 変更前 変更後 

頁 数 (数) カナ (カナ) 英字 (英字)   

1 39       

＊１：物価変動率＝α－１ 
   (各調整時期における指定期間＊２の建設工事費デフレーター＊３＊４の平均値) 
  (令和８年６月から令和８年８月までの建設工事費デフレーター＊４の平均値) 

＊１：物価変動率＝α－１ 
   (各調整時期における指定期間＊２の建設工事費デフレーター＊３＊４の平均値) 
  (令和８年９月から令和８年 11月までの建設工事費デフレーター＊４の平均値) 

2 39       

＊５：調整対象費用：各調整時期における出来形部分（調整時期②については、調整

時期①の出来形確認終了時の出来形部分を除き、調整時期③については、調整時期②

の出来形確認終了時の出来形部分を除き、調整時期④については、調整時期③の出来

形確認終了時の出来形部分を除き、調整時期⑤については、調整時期④の出来形確認

終了時の出来形部分を除き、調整時期⑥については、調整時期⑤の出来形確認終了時

の出来形部分を除く。）内の対象費用をいう。 

＊５：調整対象費用：各調整時期における出来形部分（調整時期②については、調整

時期①の出来形確認終了時の出来形部分を除き、調整時期③については、調整時期②

の出来形確認終了時の出来形部分を除き、調整時期④については、調整時期③の出来

形確認終了時の出来形部分を除く。）内の対象費用をいう。 

α＝ 
 

α＝ 
 


